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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期

第１四半期連結
累計期間

第64期
第１四半期連結

累計期間
第63期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　６月30日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　６月30日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （千円） 5,700,224 6,137,573 30,418,677

経常利益又は経常損失（△） （千円） △199,916 △71,913 1,566,949

親会社株主に帰属する四半期純損

失（△）又は親会社株主に帰属す

る当期純利益

（千円） △102,729 △76,337 1,050,793

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △85,025 △43,866 1,175,441

純資産額 （千円） 7,659,858 8,340,829 8,533,901

総資産額 （千円） 19,214,005 21,261,728 22,790,761

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利益

金額

（円） △30.98 △23.02 316.92

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 38.6 39.2 37.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第63期第１四半期連結累計期間及び第64

期第１四半期連結累計期間については１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないた

め、第63期については潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期純損失又は当期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純損失又は親会社株主に

帰属する当期純利益」としております。

 

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

EDINET提出書類

日本ドライケミカル株式会社(E25282)

四半期報告書

 2/15



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(１）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）におけるわが国経済は、金融緩和策

が引続き維持されるなか、政府の打ち出すさまざまな経済再生政策、いわゆるアベノミクスによる円安・株高を背

景に、企業、個人の景況感も持ち直しつつあるように見受けられます。一方で、地政学リスク増大への懸念、新興

国経済の下振れリスク、円安の進行に伴う輸入価格の上昇等の景気押し下げ要因もあり、尚、先行き警戒感は残る

状況となりました。

　当社グループの属する防災業界におきましても、民間設備投資は、景況感の持ち直しを背景に堅調に推移すると

見込まれているものの、公共投資については前年比マイナスが見込まれており、円安の進行に伴う原材料価格の上

昇、とりわけ労働市場の逼迫等の影響もあり、先行きへの懸念は払拭できませんが、政府の打ち出す新成長戦略の

もと、消費マインドの改善とともに、一段の景気上昇への期待感は高まっているように見受けられます。

　このような経済状況のもと、当社グループは、引き続き総合防災企業としての立ち位置を強化しつつ、積極的な

営業活動を推進してまいりました。また、各種防災設備の設計・施工、消火器及び消防自動車等の製造そしてそれ

らのメンテナンスを通じて、世の中に安心・安全を提供し、より良質な社会インフラを構築するという社会的使命

を果たすべく、グループ一丸となって注力しております。

　このような状況のもと、当社グループの当第１四半期連結累計期間の売上高は6,137百万円（前年同期比437百万

円増加）となりました。利益につきましては、原価・経費の圧縮に努めたものの、営業損失72百万円（前年同四半

期は198百万円の損失）となりました。

　経常損益につきましては、経常損失71百万円（同199百万円の損失）となりました。また、四半期純損益につき

ましては、親会社株主に帰属する四半期純損失76百万円（同102百万円の損失）となりました。

　なお、当社は、平成26年10月１日付で株式会社ヒューセック（旧商号 沖電気防災株式会社）を完全子会社化

し、平成27年１月１日付で商号を株式会社ヒューセックに変更しております。

　当社グループは、各種防災設備の設計・施工・保守点検、消火器及び消火設備、消防自動車、自動火災報知設備

の製造・販売、防災関連用品の仕入・販売等、幅広く防災にかかわる事業を行っており、単一セグメントであるた

め、業績については営業種目別に記載しております。

　営業種目別の業績は、次のとおりであります。

 

　① 防災設備事業

　当第１四半期連結累計期間は、大型商業ビル等の新築案件、リニューアル案件が引続き旺盛であったこと等によ

り、売上高は3,752百万円（前年同期比531百万円増加）となりました。売上総利益につきましては、699百万円

（同170百万円増加）となりました。

 

　② メンテナンス事業

　当第１四半期連結累計期間は、改修・補修工事案件にかかる引き合いは継続してあり、その掘り起こしを積極的

に進めたこと等により、売上高は1,116百万円（同31百万円増加）となりました。売上総利益につきましては、376

百万円（同15百万円減少）となりました。

 

　③ 商品事業

　当第１四半期連結累計期間は、消火器の販売は低調であったものの、消火器以外の防災関連用品の販売が好調で

あったこと等により、売上高は1,195百万円（同15百万円増加）となりました。売上総利益につきましては、121百

万円（同12百万円増加）となりました。
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　④ 車輌事業

　当第１四半期連結累計期間は、前年度同一四半期にあった発電所向けの特殊車輌の納車がなく、機器類の販売が

主であったことより、売上高は72百万円（同141百万円減少）にとどまりました。売上総利益につきましては、固

定費を賄いきれず、５百万円の損失（前年同四半期は10百万円の損失）となりました。

 

(２）財政状態の状況

　当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、21,261百万円（前連結会計年度末比1,529百万円減少）となりまし

た。

　流動資産は、15,670百万円（同2,347百万円減少）となりました。主な内容は受取手形、売掛金及び完成工事未

収入金10,450百万円（同2,915百万円減少）、未成工事支出金710百万円（同348百万円増加）等であります。

　固定資産は、5,590百万円（同818百万円増加）となりました。主な内容は、有形固定資産2,637百万円（同815百

万円増加）、のれん1,588百万円（同31百万円減少）、投資その他の資産1,175百万円（同34百万円増加）等であり

ます。

　負債合計は、12,920百万円（同1,335百万円減少）となりました。

　流動負債は、10,216百万円（同1,196百万円減少）となりました。主な内容は、支払手形、買掛金及び工事未払

金6,839百万円（同848百万円減少）、未払法人税等14百万円（同243百万円減少）等であります。

　固定負債は、2,703百万円（同139百万円減少）となりました。主な内容は、社債160百万円（同80百万円減

少）、長期借入金1,163百万円（同44百万円減少）等であります。

　純資産合計は、8,340百万円（同193百万円減少）となりました。配当金の支払149百万円及び親会社株主に帰属

する四半期純損失を76百万円を計上したことにより、利益剰余金が4,436百万円（同225百万円減少）となりまし

た。これらの結果、当第１四半期連結会計期間末における自己資本比率は39.2％となりました。

 

(３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(４）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の総額は、39百万円であります。

　　　　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,800,000

計 5,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

 現在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,315,906 3,315,906
東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。

計 3,315,906 3,315,906 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 3,315,906 － 418,262 － 418,262

 

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができないため、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　3,315,000 33,150

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

単元未満株式 普通株式　　　　706 － －

発行済株式総数 　　3,315,906 － －

総株主の議決権 － 33,150 －

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

日本ドライケミカル

株式会社

東京都港区台場

２丁目３番１号
200 － 200 0.01

計 － 200 － 200 0.01

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、ＰｗＣあらた監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、あらた監査法人は平成27年７月１日付をもって名称をＰｗＣあらた監査法人に変更しております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,055,433 1,928,465

受取手形、売掛金及び完成工事未収入金 13,366,710 10,450,780

商品及び製品 976,820 1,110,755

仕掛品 305,857 420,758

原材料及び貯蔵品 587,667 632,259

未成工事支出金 361,909 710,495

繰延税金資産 212,063 221,481

その他 155,288 199,024

貸倒引当金 △3,024 △3,284

流動資産合計 18,018,728 15,670,738

固定資産   

有形固定資産 1,821,613 2,637,252

無形固定資産   

のれん 1,619,213 1,588,074

その他 190,193 189,783

無形固定資産合計 1,809,406 1,777,858

投資その他の資産 ※ 1,141,011 ※ 1,175,880

固定資産合計 4,772,032 5,590,990

資産合計 22,790,761 21,261,728

負債の部   

流動負債   

支払手形、買掛金及び工事未払金 7,688,074 6,839,491

短期借入金 1,600,000 1,800,000

1年内償還予定の社債 160,000 160,000

1年内返済予定の長期借入金 477,900 461,400

未払法人税等 257,395 14,268

未成工事受入金 246,722 239,840

賞与引当金 367,771 129,864

役員賞与引当金 14,324 16,920

完成工事補償引当金 40,508 44,175

修繕引当金 3,160 2,984

その他 557,751 507,953

流動負債合計 11,413,606 10,216,900

固定負債   

社債 240,000 160,000

長期借入金 1,207,200 1,163,100

役員退職慰労引当金 89,374 90,027

修繕引当金 35,989 37,189

退職給付に係る負債 855,468 838,255

その他 415,220 415,425

固定負債合計 2,843,252 2,703,998

負債合計 14,256,859 12,920,898
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 418,262 418,262

資本剰余金 3,338,320 3,338,320

利益剰余金 4,661,821 4,436,278

自己株式 △304 △304

株主資本合計 8,418,098 8,192,555

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 144,711 172,552

退職給付に係る調整累計額 △28,908 △24,278

その他の包括利益累計額合計 115,802 148,273

純資産合計 8,533,901 8,340,829

負債純資産合計 22,790,761 21,261,728
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 5,700,224 6,137,573

売上原価 4,680,789 4,946,420

売上総利益 1,019,434 1,191,153

販売費及び一般管理費 1,218,081 1,264,010

営業損失（△） △198,646 △72,857

営業外収益   

受取利息 682 364

受取配当金 6,813 10,223

その他 3,667 9,889

営業外収益合計 11,163 20,477

営業外費用   

支払利息 8,757 7,649

為替差損 2,453 1,427

持分法による投資損失 1,223 4,828

和解金 - 5,000

その他 - 627

営業外費用合計 12,433 19,532

経常損失（△） △199,916 △71,913

特別損失   

固定資産除売却損 2,276 826

特別損失合計 2,276 826

税金等調整前四半期純損失（△） △202,192 △72,739

法人税、住民税及び事業税 11,046 16,813

法人税等調整額 △101,213 △13,215

法人税等合計 △90,167 3,597

四半期純損失（△） △112,025 △76,337

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △9,296 -

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △102,729 △76,337
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純損失（△） △112,025 △76,337

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 23,278 27,840

退職給付に係る調整額 3,721 4,630

その他の包括利益合計 26,999 32,471

四半期包括利益 △85,025 △43,866

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △75,729 △43,866

非支配株主に係る四半期包括利益 △9,296 -
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【注記事項】

（追加情報）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）第39項に掲げられた定め等を適

用し、四半期純利益等の表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計

期間については、四半期連結財務諸表の組替えを行っております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　※　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

投資その他の資産 14,098千円 14,098千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は次の

とおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費    56,219千円    56,205千円

のれんの償却額 31,138 31,138

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年６月30日）

　　　　配当金支払額

 決　議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 149,205 45 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

当第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年６月30日）

　　　　配当金支払額

 決　議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 149,205 45 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、各種消火防災設備の設計・施工・保守点検、消火器及び消防自動車の製造・販売、防災用品

の仕入・販売等の防災事業の単一セグメントであるため、セグメント情報は記載を省略しております。

 

 

EDINET提出書類

日本ドライケミカル株式会社(E25282)

四半期報告書

12/15



（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 △30円98銭 △23円02銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失

（千円）
△102,729 △76,337

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純損失（千円）
△102,729 △76,337

普通株式の期中平均株式数（株） 3,315,670 3,315,670

　　　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

   平成27年８月７日

    

日本ドライケミカル株式会社    

取　締　役　会　御中    

   
    

 ＰｗＣあらた監査法人

    

 
　　指定社員

　　業務執行社員
公認会計士 小林　昭夫　　印

    

 
　　指定社員

　　業務執行社員
公認会計士 椎野　泰輔　　印

    

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本ドライケミ

カル株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１

日から平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ドライケミカル株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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